
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 11

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

272 263 96.7 4 4 4

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 290 266 91.7

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 262 249 95.0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

829 760 92 3 3 3

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 929 858 92.4

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 909 811 89.2

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

100 87
 87.0 3 3 3

健康課長
原田　祐子

□ □ ( 人 ) ( 人 ) （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 97
 87
 89.6

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） ( 人 ) ( 人 ) （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □
109 100

91.7

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ ( 人 ) ( 人 ) （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,222 776 63.5 3 3 3

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,272 807 63.4

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,263 808 64.0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

事務事業名

11-02-01

健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
妊娠16週以降の妊婦及びその
夫

補助
事業 手段

・
内容

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-02 親と子の健康の確保及び増進

事業費、人件費

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

指標 指標 指標

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

外部評価

効率性

□

小平市 東村山市 清瀬市

プ レ ・ パ
パ マ マ ク
ラ ス 申 し
込み者数

① プ レ ・
パ パ マ マ
ク ラ ス 参
加 者 数
（実数）

① プ レ ・
パ パ マ マ
ク ラ ス 参
加 者 数 ／
プ レ ・ パ
パ マ マ ク
ラ ス 申 込
者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

母子保健法第9条・第10条、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）
1,968 29 1,939

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,780 31 1,749 692 2,472

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価： 高年初産婦が参加者の3割近くを占めている。近くに親族・友
人がいない等サポートが希薄な方が多く、当教室での情報、実習は妊
婦にとって有効なものになっている。3回目（土曜開催）の夫参加
率：88.6％　この回では父親としての意識を高めるような働きかけを
行った。
アンケート結果：「妊娠、出産、子育てに関する情報を得られた割
合」は妊婦、夫共に100％。　妊婦からは「楽しかった」「友達がで
きた」「習ったことを家でも継続して行いたい」夫からは「妻をもっ
といたわりたい」「家事を手伝いたい」等の好意的な感想が多かっ
た。
＊（雑入）プレ・ママクッキング参加費（自己負担金＠500円＊58人
＝29,000円

方向性：働く妊婦、夫が参加しやすいように3回目
のクラスは土曜開催を継続。最新の情報と、育児ス
キルを提供していく。友達ができるきっかけ作り
や、夫の父親としての意識向上のため工夫をしてい
く。またフォローの必要な妊婦に対しては継続支援
を行う。

達成度

両親学級・妊婦歯
科健診事業

要綱等

1,826 42 1,784 709 2,535

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

妊婦が安心して出産・育児がで
き、夫も役割を認識し育児に参
加できる。妊婦自身と家族の健
康・食生活を見直し、より健康
的な生活を送れるようにする。
妊婦の口腔内状況を把握し、家
族も含め歯科保健意識の向上を
図る。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)
月4回で１コースを年6回実施（3
回目は土曜開催）。1～3回目は
医師、助産師、保健師、栄養士
による講話、クッキング・沐
浴・ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ・妊婦擬似体験等
の実習。4回目は歯科健診やﾌﾞﾗｯ
ｼﾝｸﾞ、口腔衛生や虫歯予防など
の情報提供をする。

391 2,359

有効性

母子保健法第15条・第16条、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）
761 761 147 908

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象
市内在住の全ての妊婦

手段
・

内容

妊娠届出者に母子健康手帳を交付（健康
課、市民課、各連絡所）。健康課では外国
語版及び点字版を、市民課では外国語版の
手帳も交付している。健康課での交付時に
は保健師による説明や相談を行っている
が、約8割が市民課での交付のため、保健
師による対応ができない。そのため届出書
をもとに後で対応するようにしている。そ
の結果、支援の必要な妊婦には適した情報
の提供を行い、継続してフォローしてい
る。

評価：母子健康手帳発行は、母子の健康管理のスタートで
あり、適切で効果的な母子保健及び子育ての情報発信とし
て重要である。
　9割以上の方が11週未満に妊娠届を出しており、早期から
医療機関でのフォローを受けている。また、市内の全ての
母子が公平に子育てに関する情報を得ることができ、不安
の軽減や安心して子育てができる環境に結びついている。
＊平成26年度より（都）医療保健政策包括補助金…「子育
て情報発信による子育て支援事業」が対象外となった。
　

補助
事業

11-02-03

健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

乳幼児健診、相談等により運
動及び精神発達の遅れなどの
心配がある乳幼児とその保護
者

補助
事業 手段

・
内容

年12回。奇数月は医師二人体
制の確保。
保健師による予診・個別フォ
ロー、看護師による計測、専
門医による診察・相談、作業
療法士による遊び方・療育相
談。

978 1,678

有効性 効率性

□

母子健康手帳交付
事業

要綱等

729 68 661 152 881

給付
事業

□ 該当

要綱等

11-02-02

小平市 東村山市 清瀬市

発 達 健 康
診 査 の 予
約者数

発 達 健 康
診 査 の 受
診者数

発 達 健 康
診 査 の 受
診 者 数 ／
発 達 健 康
診 査 の 予
約者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

母子保健法第13条、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）
700 228 472

方向性：交付場所を「広報ひがしくるめ」、「ホー
ムページ」、「健康課ガイド」等で周知。妊娠届出
書の書式の変更により、特定妊婦の把握を行い、早
期から必要な支援を行う。母と子の保健バックの内
容を見直し、最新の情報を提供していくと共に、健
康課へ気軽に相談できることをPRする。小平市 東村山市 清瀬市

妊 娠 の 届
出 を し た
者の数

妊 娠 11 週
以 内 に 届
出 を し た
者の数

妊 娠 11 週
以 内 に 届
出 を し た
者 の 数 ／
妊 娠 の 届
出 を し た
者の数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

660 350 310 1,111 1,771

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：運動及び精神発達の遅れなど疑いのある児の
場合、保護者の気持ちを受け止めながら健診にあた
る必要がある。保護者の受け止め状況に合わせて、
今後の育児や医療機関受診について相談を行った。
＊（都）子供家庭支援包括補助金…「乳幼児発達健
康診査」における賃金、報償費、需要費、役務費の
概ね1/2 補助

方向性：健診の予約をしていても来所しない方に対
しては、地区担当保健師や各関係機関と連携しなが
らフォローの充実を図る。
必要な方が適切な医療に結びつくように関係機関と
の連携を図る。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

745 324 421 149 894

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

意図

母子保健法第1条の規定に基づ
き、妊婦及び乳幼児の健康の保
持増進を図るため、妊娠中及び
出産後の子育て中に必要な情報
を提供し、悩みが相談できる場
所があることを知ってもらう。

乳幼児発達健康診
査事業

要綱等

623 236 387 1,140 1,763

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

保護者の気持ちを受けとめら
ながら、乳幼児の障害・疾病
が早期に発見され、必要時適
切な専門医療機関・療育機関
につながる。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

母子保健法第13条、、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）、 妊産婦・乳児及
び幼児に対する歯科健康診査及び保健指導の実施について（厚生労働省通知）

4,725 1,812 100 2,813 293 5,018

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象

①乳幼児健診後フォローが必要とされ
た者または希望がある者(～概ね4歳ま
で）
②8～10か月の親子、1歳～1歳3か月の
親子

手段
・

内容

①予防を目的とした歯科定期
健診（フォロー）及び口腔衛
生指導、フッ素塗布等
②スキンシップ遊びを取り入
れながら歯みがき開始の導
入、指導

評価：①1歳6か月や2歳児歯科健診後に歯科相談を利用することで予
防的観点で継続的な支援ができる。う蝕のある者はかかりつけ歯科へ
つなぐきっかけとなった。保健師と連携をもちフォローを実施。
②0歳児、1歳児に分け児の口腔内や生活に合わせたアドバイスを実
施。親子遊びでは歯みがきを気軽に取り組んでもらえるための導入と
している。参加者アンケートではほぼ全員が満足と回答
＊（都）子育て推進交付金（ポイント制）…「歯科健診」における報
酬、賃金、報償費、需要費の概ね37%補助、（都）医療保健政策包括
補助金…「歯っぴーベイビー事業」における賃金、報償費の1/2補
助、（雑入）予防処置材料費（100,800円）

補助
事業

乳幼児歯科相談事
業

要綱等

4,717 2,359 93 2,265 304 5,021

給付
事業

□ 該当

要綱等

11-02-04

方向性：①各健診でう蝕リスクの高い方には乳幼児
歯科相談利用を勧めていく。
②保健師、栄養士と連携をとり情報提供や相談など
も継続する。利便性の向上を念頭に実施時期など検
討していく

小平市 東村山市 清瀬市

歯 科 相 談
予 約 者 数
＋
は み が き
レ ッ ス ン
申込者数

歯 科 相 談
利 用 者 数
＋
歯 み が き
レ ッ ス ン
参加者数

歯 科 相 談
利 用 者 数
＋ 歯 み が
き レ ッ ス
ン 参 加 者
数 ／ 歯 科
相 談 予 約
者 数 ＋ は
み が き
レ ッ ス ン
申込者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

4,658 1,800 123 2,735 297 4,955

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図

①定期的なフォローの実施と
指導・相談及び予防処置によ
りリスクの軽減を図る
②早期からの歯科保健への意
識付けを図る

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 11

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-02 親と子の健康の確保及び増進

事業費、人件費

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

指標 指標 指標

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2,752 2,654 96.4 3 3 3

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 3,154 2,965 94.0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 3,062 2,931 95.7

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

14,276 11,357 79.6 3 2 3

健康課長
原田　祐子

■ □ （ 数 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

東久留米市里帰り等妊婦健康診査受診費助成金交付要綱 □ 特財の廃止（予定含） 14,763 11,404 77.2

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 数 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 14,071 11,302 80.3

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 数 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

947 797 84.2 3 3 3

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 895 743 83.0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 923 751 81.4

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

117 117 100 3 3 3

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 112 112 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 117 117 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

11-02-05

健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
乳幼児健診：3～4か月児、1
歳6か月児、3歳児

補助
事業 手段

・
内容

各健診、年16回実施。内科、歯
科（1歳6か月、3歳児）視力検査
（3歳児健診）個別相談（保健・
栄養・心理・母乳）、必要に応
じて専門医療機関への紹介、精
密診査受診票の発行を行う。経
過観察健診を乳幼児健康診査と
併せて実施。

7,240 34,561

有効性 効率性

□

小平市 東村山市 清瀬市

乳 幼 児 健
診 ＋ 乳 幼
児 経 過 観
察 健 診 の
対象者数

乳 幼 児 健
診 ＋ 乳 幼
児 経 過 観
察 健 診 の
受診者数

各 健 診 受
診 者 数 ／
各 健 診 対
象者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

母子保健法第12条・13条、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）
27,321 3,973 23,348

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

26,194 5,286 20,908 6,517 32,711

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：受診率に関して、95％以上と高い水準を保持している。健康診
査は、市内のすべての産婦及び乳幼児を対象として行なうことによ
り、疾病の早期発見・予防ができる。また、健康診査中に得た情報を
元に、個別相談につなげたり、健康診査後のフォローで地区担当保健
師が関わることで、育児不安や精神的負担の軽減に結びつけることが
できる。
＊（都）子育て推進交付金（ポイント制）…「３歳児健診事業」にお
ける報酬、報償費、賃金、需要費、役務費の概ね37%補助、（都）医
療保健政策包括補助金…「ママ相談」における報償費の1/2補助、
（都）子供家庭支援区市町村包括補助事業補助金・・・「要支援家庭
の早期発見・支援事業」における報償費の1/2補助

方向性：
　さらなる受診率の向上を目指す。未受診者の背景
には、虐待や家族問題が存在することも少なくない
ため、未受診者フォローの充実に努める。精神保健
のサポートが必要な親が多くなっているため、関係
機関との連携を継続していく。

達成度

産婦・乳幼児健康
診査事業

要綱等

29,129 4,619 24,510 6,692 35,821

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

身体的、精神的発達状況の把握
と病気の早期発見、適正な相談
を行なうことにより乳幼児の健
全な育成、子育ての不安の解消
を図る。産婦の妊娠・出産に関
連した疾病の早期発見・治療に
繋げる。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

母子保健法第8条の2・第13条、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）
78,319 78,319 1,369 79,688

有効性 効率性 達成度

■ 該当

行政補完的(改正実施年度21年度) 政 策 的(改正実施年度　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象

妊婦・超音波検査・6～7か月
児・9～10か月児・生活保護
世帯、非課税世帯に属する妊
産婦・乳幼児

手段
・

内容

東京都内の委託契約を締結し
ている医療機関や都外医療機
関での健康診査及び料金を補
助する事業。（妊産婦健康診
査・乳児健康診査・里帰り等
妊婦健康診査、保健指導票発
行事業）

評価：妊娠中の健康管理を行うことで、母体や胎児の健康
確保を図る。妊婦健康受診票14回分と超音波検査1回分を発
行、さらに里帰り等都外医療機関及び助産所での健康診査
受診者に対して助成を行い、妊婦健康診査の充実を図って
いる。
＊ 「平成25年度における年少控除等の見直しによる地方財
政の追加増収分の対応等について」より、妊婦健診に関す
る財政措置の見直しが図られ、普通交付税措置として対応
されることになった。これに伴い東京都妊婦健康診査事業
補助金は平成24年度終了となった。

補助
事業

11-02-07

健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 2歳～2歳5か月児

補助
事業 手段

・
内容

市内在住の2歳児に個別通
知。
集団指導、問診、歯科健診を
実施。必要に応じて個別相談
（栄養・心理・保育・歯科）
を実施。
口腔内状態によりフォロー健
診につなげる。

880 5,829

有効性 効率性

□

母子委託健診保健
指導票発行事業

要綱等

71,392 71,392 1,521 72,913

給付
事業

□ 該当

要綱等

11-02-06

小平市 東村山市 清瀬市

健 診 対 象
者数

受診者数
受 診 者 数
／ 健 診 対
象者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

母子保健法13条、東久留米市２歳児歯科健康診査実施要綱
4,949 1,994 2,955

方向性：妊産婦・乳幼児の健康管理を図る上
で重要な事業であるため、今後も継続実施し
ていくことが必要。

小平市 東村山市 清瀬市

妊婦健康
診査受診
票、妊婦
超音波検
査受診発
行数
6～7か月
児及び9～
10か月児
健康診査
受診票発
行数
保健指導
票発行数

妊 産 婦 健
康 診 査 受
診 者 数 、
妊 婦 超 音
波 検 査 受
診 者 数
6～7か月
児 健 康 診
査及び9～
10 か 月 児
健 康 診 査
受診者数

各 種 健 康
診 査 受 診
者数/妊婦
届出数+各
健 康 診 査
受 診 票 及
び 保 健 指
導 票 発 行
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

4,640 1,840 2,800 799 5,439

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：健診を通し、生活習慣の見直し、う蝕予防につなが
る好ましいケアの方法や食習慣の知識を得る機会となる。1
歳6か月児健診後のフォローの場として多職種連携しながら
実施できる。受診率は80％以上で推移しており26年度受診
率は84.2％である。う蝕予防につながるよう,受診後必要な
場合はフォロー健診を実施。（3歳児健診におけるう蝕有病
者率は年々低下しており、26年度14.5％）
＊（都）医療保健政策包括補助金…報酬、賃金、報償費、
需要費、役務費、備品購入費の1/2補助

方向性：継続実施。
スタッフ間の知識・意識などの向上を図るために、
全スタッフを対象に学習会を継続実施する。将来的
なう蝕予防につながるようフォロー健診の利用を勧
める。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

70,535 17,662 52,873 1,481 72,016

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

意図

①妊婦・乳幼児の健康診査等
で病気の早期発見や早期治
療、発達状況の把握を行い、
健全な育成を図る。
②生活保護・非課税世帯の経
済的援助を行う。

2歳児歯科健診事業

要綱等

4,960 2,000 2,960 819 5,779

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

3歳児健診時のう蝕有病者率
の低下。生活習慣やリズムを
意識した生活を送れるように
なる。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

母子保健法第10条、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）
611 145 466 244 855

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象
育児不安を抱える乳幼児の保
護者（妊婦も含む）

手段
・

内容

場所及び回数：わくわく健康
プラザ(8回）、中央児童館
（2回）
時間： 9:30～14:00（予約
制）
内容：計測及び個別相談（保
育・栄養・母乳・歯科）

評価：子育てに関する悩みを聞き、専門的な助言をするこ
とにより育児不安の軽減を図っている。
毎回ほぼ定員枠の申し込みがあることから、参加者のニー
ズの高さが伺える。また、リピート率も高い。相談後のア
ンケートにおいては、満足度の面で高い評価を得ている。
市で実施することで、市民にとってより身近で気軽に利用
しやすいものとなっている。
＊（都）医療保健政策包括補助金…「育児相談事業」にお
ける賃金、報償費、消耗品費の1/2補助

補助
事業

育児相談事業

要綱等

448 144 304 422 870

給付
事業

□ 該当

要綱等

11-02-08

方向性：継続実施。市民の利便性を考慮し、平成27
年度より中央児童館での実施回数を1回増やし実施
予定。
＊（都）医療保健政策包括補助金は、平成27年度よ
り対象外となった。

小平市 東村山市 清瀬市

来 所 し た
保 護 者 数
（実数）

年 度 中 に
初 回 相 談
し た 者 の
う ち 育 児
相 談 を 利
用 し て よ
か っ た と
思 う 保 護
者数

年 度 中 に
初 回 相 談
し た 者 の
う ち 育 児
相 談 を 利
用 し て よ
か っ た と
思 う 保 護
者数/来所
し た 保 護
者 数 （ 実
数）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

319 139 180 329 648

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図

妊娠、出産、育児の悩みや不
安を気軽に相談できる。
妊婦の出産経過及び乳幼児の
成長、発達上の問題点等の早
期発見ができ、より専門的な
事業へ結びつけることができ
る

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 11

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-02 親と子の健康の確保及び増進

事業費、人件費

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

指標 指標 指標

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

外部評価

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

551 497 90.2 3 4 3

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 520 469 90.2

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 546 454 83.2

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

902 873 96.8 3 3 3

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 902 854 94.7

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 873 825 94.5

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2,940 2,940 100 3 3 3

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 2,855 2,855 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2,540 2,540 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

324 268 82.7 4 3 3

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 349 261 74.8

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 319 251 78.7

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

11-02-09

健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

乳幼児健康診査等において、
心理面での経過観察健診が必
要とされた就学前の児とその
保護者

補助
事業 手段

・
内容

心理相談（個別）：年24回
グループ（集団）：3学期
制、年20回

1,956 3,814

有効性 効率性

□

小平市 東村山市 清瀬市

心 理 相 談
予 約 者 数
（延数）

心 理 相 談
利 用 者 数
（延数）

心 理 相 談
利用者数/
心 理 相 談
予約者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

母子保健法第13条、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）
1,858 738 1,120

指定管理 その他（　　　　　　  ）

2,079 1,134 945 2,106 4,185

西東京市 その他（　　　　　　  ）

評価：前年と比較し、相談実施率は90％であるが、相談予
約者数は増加している。平成25年度より、市内保育園・幼
稚園に向けて本事業の周知を行っており、園からの勧めで
保護者が予約を希望する例もみられる。
＊（都）医療保健政策包括補助金…「１歳６か月児心理経
過観察」及び「子どもグループ」における賃金、報償費、
需要費のうち1/2補助、（都）子育て推進交付金（ポイント
制）…「３歳児健診心理経過観察」における賃金、報償費
（心理相談員）、需要費の概ね1/2補助

方向性：引き続き、保護者、関係機関に本事業の周知を
行っていく。子育てに関する心理的な相談を受けること
で、保護者の不安を軽減しながら児の健全な育成を図る。
また、専門的な視点から発達評価を行うことで、必要時、
早期療育等支援につなげる。関係機関との連携を継続して
いく。

達成度

乳幼児経過観察健
診心理相談（個
別・集団）事業

要綱等

1,986 983 1,003 2,163 4,149

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

乳幼児健診や個別相談で発達・
心理面で経過観察が必要とされ
た児への支援を行う。また、グ
ループ指導を通して児の発達を
促し、保護者の気づきの促し及
び育児支援を行う。必要時、療
育機関につなげる。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

母子保健法第11条・第17条、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）
4,717 1,086 1,086 2,545 783 5,500

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象

①妊婦訪問：全ての妊婦。特に、若年
及び高齢初産婦、未婚、双胎、慢性疾
患、精神疾患があるハイリスク妊婦
②新生児訪問：生後90日以内の乳児及
びその保護者

手段
・

内容

地区担当保健師、または訪問
指導員（助産師）による家庭
訪問

評価：ハイリスク妊婦の増加、マタニティーブルー、産後
うつ・虐待・DV等の問題が多様化しており、妊産婦・新生
児訪問は、その状況把握や早期からの見守り・支援につな
がっている。また、こんにちは赤ちゃん訪問は、児童福祉
法に基づき、生後120日までの乳児を養育する全家庭へのア
プローチができるものであり、要支援家庭等の早期発見・
介入に有効である。
＊保育緊急確保事業補助金・・・「乳児家庭全戸訪問事
業」（国）1/3（都）1/3補助

補助
事業

11-02-11

健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

家庭訪問､面接、電話相談を希望した
妊産婦及び乳幼児の保護者（保健師地
区活動でフォローが必要とされた者も
含む）

補助
事業 手段

・
内容

常勤保健師・嘱託保健師によ
る家庭訪問、面接、電話相談

5,382 6,666

有効性 効率性

□

妊婦訪問・新生児
訪問事業

要綱等

4,684 1,598 3,086 709 5,393

給付
事業

□ 該当

要綱等

11-02-10

小平市 東村山市 清瀬市

家 庭 訪
問 、 面
接 、 電 話
相 談 を 希
望 し た 妊
産 婦 及 び
乳 幼 児 の
保 護 者
（ 保 健 師
地 区 活 動
で フ ォ
ロ ー が 必
要 と さ れ
た 妊 産 婦
及 び 乳 幼
児 の 保 護
者 も 含
む。）

家 庭 訪
問 、 面
接 、 電 話
相 談 の 利
用者

家庭訪問、面
接、電話相談
の利用者/家
庭 訪 問 ､ 面
接、電話相談
を希望した妊
産婦及び乳幼
児 の 保 護 者
（保健師地区
活 動 で フ ォ
ローが必要と
された妊産婦
及び乳幼児の
保 護 者 も 含
む）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

母子保健法、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）
1,284 1,284

方向性：継続実施。
出生通知票の提出や訪問の周知等を充実・拡大していく。
出産後すべての家庭に訪問し、母親支援を行い、育児不安
の軽減や虐待予防に努める
＊保育緊急確保事業補助金は、平成27年度より「子ども・
子育て推進交付金」に変更（国）1/3（都）1/3補助

小平市 東村山市 清瀬市

出 生 通 知
票 届 出 数
＋ こ ん に
ち は 赤
ち ゃ ん 訪
問 対 象 者
数（H21は
妊 娠 届 出
数）

新 生 児 訪
問 を 受 け
た 者 の 数
(H20 か
ら 、 こ ん
に ち は 赤
ち ゃ ん 訪
問 含 む ）
（実数）

新 生 児 訪
問 を 受 け
た 者 の 数
／ 出 生 通
知 票 届 出
数 ＋ こ ん
に ち は 赤
ち ゃ ん 訪
問 対 象 者
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

903 903 5,265 6,168

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：家庭環境の問題や育児不安、育児困難を抱え
ている家族が増加しており、ＤＶや乳幼児虐待な
ど、緊急対応が必要な相談や訪問が増えている。相
談者に合わせた個別対応ができることで、問題解決
や重度化予防につながっており必要性が高い。
　

方向性：関係機関等と更なる連携を図り、相談事業
の充実を図る。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

4,670 1,890 122 2,658 691 5,361

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

意図

若年・高年初産婦及び未婚・
多胎などのハイリスク妊婦の
不安軽減を図り、妊娠期から
支援関係を築く。
　安心して子育てができ、児
が健やかに成長できるよう支
援する。

母子保健事業に係
る家庭訪問・面
接・電話相談事業

要綱等

1,125 1,125 5,408 6,533

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

個別に相談を受けることによ
り、課題解決、不安や心配の
軽減を図り、必要に応じて適
切な相談機関等につながる。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

母子保健法第14条、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）
2,058 2,058 342 2,400

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象

①離乳食教室:6～12か月児の育児者
②1歳児幼児食:幼児と育児者
③2～3歳児幼児食：幼児と育児者
④4歳～未就学児幼児食:幼児と育児
者

手段
・

内容

①講話、デモンストレーショ
ン、調理実習、試食（年間８
回）
②講話、デモ、親子で試食（年
間２クールを２回）
③講話、デモ、親子で試食、野
菜に触れる（年間２回）
④講話、デモ、親子で調理実
習、試食（年間３回）

評価：乳幼児を持つ市民が抱える離乳食や幼児食に
対する不安として、離乳食作りを難しく捉えてし
まったり、幼児食の味付けや量をどのようにすれば
いいかわからないということが多く挙げられる。正
しい情報を提供することにより、参加前に比べ子ど
もの食事に対するいしきが変わり「食事作りを気軽
に楽しめそう」と感じてもらえることができた。

補助
事業

離乳食･幼児食教室
事業

要綱等

2,010 2,010 380 2,390

給付
事業

□ 該当

要綱等

11-02-12

方向性：離乳食教室は特に関心が高く定員20名で開
催の中、月平均で28名の申し込みが来ている。調理
室の都合上、参加人数に限りがあるため、欠席の場
合の対応など考慮しているが、実施回数など検討し
ていく必要がある。

小平市 東村山市 清瀬市

離 乳 食 ・
幼 児 食 教
室 の 申 し
込み者数

離 乳 食 ・
幼 児 食 教
室 の 受 講
者 数 （ 定
員

受講者数/
申 し 込 み
者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

2,072 2,072 370 2,442

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図

離乳食・幼児食に関する正し
い知識を得る。
親子で調理する楽しさを知
り、食に興味を持つ子が増え
る。
母親同士の交流、情報交換の
機会となる。

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 11

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-02 親と子の健康の確保及び増進

事業費、人件費

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

指標 指標 指標

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

29 29 100 3 5 4

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 16 16 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ ） （ ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

115 113 98.3 3 1 2

健康課長
原田　祐子

■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

東久留米市歯科保健普及啓発事業助成金交付要綱 □ 特財の廃止（予定含） 105 101 96.2

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 110 104 94.5

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

11-02-13

健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

体重が2000ｇ以下または2000
ｇ以上でも生活力が特に弱く
医師が入院養育を必要と認め
た乳児

補助
事業 手段

・
内容

指定医療機関に入院した際に
かかる医療費の自己負担額の
一部を公費で負担する事業。
平成25年度より東京都より移
譲された事務。

130 9,396

有効性 効率性

□

小平市 東村山市 清瀬市

養 育 医 療
給 付 申 請
者数

養 育 医 療
給 付 決 定
者数

養 育 医 療
給 付 決 定
者 数 ／ 養
育 医 療 給
付 申 請 者
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

母子保健法第20条、東久留米市次世代育成支援行動計画（後期）
9,266 3,874 1,936 3,456

評価：母子保健法第６条第６項に規定する未熟児
で、指定養育医療機関において医師が入院養育が必
要と認めた乳児を対象とし、申請された幼児につい
ては、養育に必要な給付を行った。
(国）母子保健衛生費等国庫負担金…委託料、扶助
費の1/2補助、(都）東京都未熟児養育医療事業負担
金…委託料、扶助費の1/4補助
市は委託料、扶助費の1/4を負担

方向性：毎年、極小未熟児でNICUに長期入院になる
幼児が多くなっていることにより、対象者(保護
者）の経済的負担を軽減する必要があることから重
要な事業であるため、今後も継続していくことが必
要である。

達成度

287 34 321

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

未熟児養育医療の
給付事業

要綱等

17,235 8,422 4,211 4,602 135 17,370

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

養育医療の給付を行い、養育
者の経済的負担を軽減するこ
とにより、乳児の健全な成長
発達を支援する。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

給付
事業

□ 該当

要綱等

11-02-14

方向性：東久留米市歯科医師会の協力により、さら
なる地域における歯科保健の向上を図る。

小平市 東村山市 清瀬市

参加申込
者数

参加者数
参加者数/
参 加 申 込
者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
健康課
保健サービス係

根拠
法令
等 母子保健法第9条

456

努力義務的

対象
①3歳～就学前までの幼児及
び保護者
②一般市民

手段
・

内容

東久留米市歯科医師会が実施
する歯科・口腔衛生に関する
事業の一部を助成することに
より、地域歯科保健の向上を
図る。歯科保健に関する普及
啓発、情報提供、技術提供活
動。

評価：3歳就学前の児と保護者を対象とした「親と子の歯っぴ～
ライフ」では、幼児期における食事・生活リズム・歯みがき等の
生活習慣の見直しができるよう、楽しい体験を通して、正しい知
識を伝えることができた。開催場所も参加者の利便性を考慮し、
市民プラザホールで実施した。一般市民の方を対象とした「歯と
歯ぐきの市民健康フェスタ」では、「命をねらう？！歯周病の
話」という内容で講演会を行い、多くの市民の方の参加があり好
評であった。
平成26年度は、歯科保健普及啓発事業に協力する歯科医師が増え
たため交付額が増加した。

歯科保健普及啓発
事業

要綱等

287

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

287 287 33 320

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図
歯科保健に関する知識の普及
により地域全体の歯科保健が
向上する

補助
事業

456 33 489

有効性 効率性 達成度

■ 該当

行政補完的(改正実施年度18年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


